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避難行動要支援者の個別避難計画を作成しましょう

　近年多発する豪雨災害などでは、犠牲者の多くが避難行動要支援者
となっています。自然災害に対して事前に行うべき避難準備や避難方
法、避難時の支援者などを明確にした個別避難計画を作成しましょう。

災害から身を守るために

個別避難計画のイメージ

避難行動要支援者
　災害時に自力で避難することが難し
く、支援を必要とする人で、次のいず
れかに該当する人
（施設などに入所している場合を除く）

▶�満70歳以上の１人暮らしの人、また
は満70歳以上の人で構成された世帯
の人
▶介護保険の要介護認定３以上の人
▶�身体障害者手帳等級１・２級の人
　（心臓・腎臓の障害のみの人を除く）
▶愛護手帳Ａ判定の人
▶�精神障害者保健福祉手帳等級１級の人
▶�その他支援を必要とする人
　（難病を有する人など）

避難方法を考える

情報を記載し
生活福祉課へ

計画を提出する

計画を活用する 平常時…日頃の見守りなどに活用
災害発生時…�避難の手助けや安否

確認に活用

■�ご自身で個別避難計画を作成できない
場合は　

　ケアマネジャーや相談支援専門員など福
祉専門職が作成を支援しますので、ご相談
ください。

作成の流れなど詳しくは、市
ホームページをご覧ください

□ 誰と避難するか？
家族、近所の人、
支援者など

□ どこに避難するか？
指定避難所、施設、
家族・知人の家など

□ どのように避難するか？
施設や家族の車両、
徒歩、タクシーなど

　避難行動要支援者の一人一人の状況に合わせて「どこに避難する
か？」「どのように避難するか？」「誰と避難するか？」などをあら
かじめ決めて、情報を記載した避難支援のための計画です。
　地域の方々や福祉専門職（ケアマネジャーや相談支援専門員など）
の皆さんと連携して、計画の作成に取り組んでみましょう。

個別避難計画とは

計画を作成するメリット
■ 支援体制が構築でき、必要な支援の内容も明確になります。
■ 計画に基づいて避難支援者や避難支援等関係者（消防、警察、民生委員、町内会など）が手助けや安否確認ができ
るため、災害時の避難の実効性が高まります。
※�個別避難計画は、災害時の避難支援を必ずしも保証するものではなく、法的な責任や義務を負うものではありません。

対象者　市の避難行動要支援者名簿に登録している人
　　　　※名簿に未登録の場合は、登録手続きが必要です。

計画の作成者　�本人またはその家族（作成が難しい場合は、
福祉専門職が作成を支援します）

□ 避難行動要支援者に関する情報
�　���氏名、住所、生年月日、連絡先、
避難支援を必要とする事由など

□ 支援者に関する情報
　��氏名、住所、連絡先

□  避難先や避難経路に関する情報

■�個別避難計画の様式を配布しています
　市ホームページへ掲載しているほか、生
活福祉課窓口でも配布していますのでご活
用ください。


